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総務省退官後、自治体ＤＸを支援するため起業した。自治体の現場を回り、自治体ＤＸの課

題について調査を進めてきた。 

 自治体を訪問する際には、首長や副首長、部長や課室長などの管理職のみならず、ＤＸの

担当やＤＸ以外の現場の担当などさまざまなレベルの方と意見交換をするようにしている。 

 自治体の課題としては、やはり一つは人材の問題。「一人情シス」と言われるが、小規模

の自治体では情報システムやＩＴに関する業務を一人で担当したり、他の業務を兼務したり

している例も多い。そのような中で基幹系業務システムの標準化やフロントヤード改革など

多岐にわたる業務に取り組んでいる。 

 また、ＤＸ担当は庁内の理解と協力を得ていくのに苦慮していることも多い。自治体ＤＸ

は自治体業務の見直しが基本となるため、実際に業務に携わっている部署の協力は不可欠で

ある。 

 しかしながら、業務の改善が見込まれる場合でも、通常業務に加えて、業務の見直しのた

めに必要な業務が加わるために、一時的には業務負担が増すことになる。このため、なかな

か理解が得られない。ましてや役所の人事では２、３年で所属が変わることも多く、「何も

自分が在籍している間にやらなくても」という発想につながりやすい。そうすると、ＤＸ担

当がいくら旗を振っても、庁内各課が抵抗勢力になって、孤立している例も少なくない。 

 やはり、小さな成功でもいいので、具体的な成果を出していくことも大切だ。具体的に住

民サービスの向上や職員の業務負担の軽減につながっている例を示していくことで、やれば

できるという職員の意識改革につなげていく必要がある。 

 また、ＤＸの取り組みを進めていくためには、計画的に人材の育成を進めていくことが不

可欠である。 

 そうすることで、ＤＸ担当部署のみならず、業務を担当しているそれぞれの部署にもＤＸ

に取り組んでいけるように必要となる人材を配置することができ、ＤＸ担当部署と業務担

当部署の連携がより行いやすくなることが期待される。また、将来的には業務担当部署が内

発的にＤＸの取り組みを進めていくことも可能となろう。 

 ＤＸの取り組みは、日進月歩するＩＴ技術を活用しながら、不断の業務見直しを進めてい

く作業である。このため、時間軸を明確にしながら、計画的に進めていく必要がある。時間

軸を意識しないと、あるべき理想的な姿を議論、検討するだけで時間が過ぎてしまうことに

なりかねない。また、計画的に進めていかないと、自治体の業務実態に必ずしもそぐわない

ＤＸサービスをとりあえず導入するなどの事態を招きかねない。 

 人材の育成を含め、ＤＸを計画的に進めていくためには、自治体のトップ層のリーダーシ

ップが大変重要である。また業務見直しは、法令上や実務上の観点を踏まえた検討が不可欠



であり、特に業務担当の管理職には積極的な取り組みが求められる。 

 現在、ＤＸについてさまざまなレベルでの研修等が行われている。セキュリティー対策を

含めて最低限のＩＴリテラシーを身に付けてもらうことももちろん必要ではあるが、業務

見直しについての意識の啓発もそれに劣らず重要であると感じている。（あすに続く。馬場

竹次郎氏が執筆し、ｉＪＡＭＰに寄稿しました） 
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